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第１章 政務活動費の概要

１ 政務活動費とは

政務活動費は、地方自治法第100条第14項から第16項、秋田市議会政務活動費の

交付に関する条例（以下「条例」という。）並びに秋田市議会政務活動費の交付に

関する規則（以下「規則」という。）の規定により、秋田市議会議員（以下「議員」

という。）の調査研究に資するため必要な経費の一部として、秋田市議会における

会派（所属議員が１人の場合を含む。以下「会派」という。）に対して交付される。

【条例第１条および第２条】

また、政務活動費の交付を受けた会派は、当該政務活動費を条例で定める使途基

準に従って使用しなければならず、市政に関する調査研究に資するための経費以外

のものに充ててはならないこととされている。【条例第６条】

２ 政務活動費の交付の根拠となる法令等

政務活動費は、次の法令等を根拠として交付される。

(1) 地方自治法第100条第14項から第16項

(2) 秋田市議会政務活動費の交付に関する条例（21～24頁参照）

(3) 秋田市議会政務活動費の交付に関する規則（25～34頁参照）
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第２章 政務活動費の事務手続

政務活動費の申請から収支報告書提出までの事務手続きは、概ね下記のとおりで

ある。

項 目 条例・規則 処理する事項 必要な書類

１交付対象 条例第２条 ①会派に対して交付

２交付額および 条例第３条 ①所属議員数に月額10万円を乗じて得た額

交付の方法 を四半期ごとに交付

②４月～６月、７月～９月、10月～12月、

１月～３月の各四半期の最初の月に各３

箇月分を交付

③交付月の12日（交付日）に交付

３交付申請 規則第２条 ①毎年度、４月の初日に交付申請書を提出 交付申請書

（様式第１号）

②任期満了による一般選挙後やその他の理 同上

由により新たに会派が結成された場合は、

速やかに交付申請書を提出

③届出事項に変更が生じたとき交付変更申 交付変更申請書

請書を提出 （様式第２号）

④会派を解散したとき会派解散届を提出 会派解散届

（様式第３号）

４交付決定 規則第３条 ①市長は、申請のあった会派に対し、政務 交付決定通知書

活動費の額を決定し通知する （様式第４号）

②交付決定額に変更が生じたとき、変更後 交付変更通知書

の額を決定し通知する （様式第５号）

５交付請求 規則第４条 ①会派は、交付決定に基づき、年４回、交 交付請求書

付期限の７日前までに市長に交付請求書 （様式第６号）

を提出する

（交付金は、会派代表者名義の口座に振込）

６経理責任者 条例第７条 ①会派は、政務活動費に関する経理責任者

を置かなければならない

規則第７条 ②会派は、政務活動費の出納のみを行う代

表者名義の口座を設け、経理簿に記入す

る
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項 目 条例・規則 処理する事項 必要な書類

７収支報告書 条例第８条 ①会派の代表者は、政務活動費の収支報告 収支報告書

書を作成し、年度終了後４月30日までに (様式第７、８号)

提出する

②議員の任期が満了したときは、任期満了 収支報告書

日から１月以内に収支報告書を提出する (様式第７、８号)

規則第６条 ③議長は、提出された収支報告書の写しを

市長に送付する

８会派の解散 規則第２条 ①会派を解散したときは、会派の代表者で 会派解散届

あった者は、会派解散届を提出する （様式第３号）

条例第８条 ②会派の代表者であった者は、解散したと 収支報告書

きから１月以内に収支報告書を提出する (様式第７、８号)

９政務活動費の 条例第９条 ①収支において残余金が生じた場合は、当

返還 該年度の収支報告書を提出後速やかに返

還しなければならない
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第３章 政務活動費の使途について

１ 基本指針

政務活動費の執行にあたっては、次に掲げる項目に留意のうえ、各会派の責任に

おいて適切に取扱うものとする。

(1) 調査研究の目的に市政との関連性があること

調査研究活動は多岐にわたるものの、政務活動費は公金であることからその活

動において市政と関連性があること。

(2) 調査研究活動の支出に合理性・必要性があること

調査研究活動の目的に照らし、政務活動費の支出に合理性・必要性があること。

(3) 支出について証明できる書類等が整備されていること

領収書等の提出は、原則として原本とする。

２ 実費弁償の原則

政務活動費は、会派の意思に基づく、市政に関する調査研究に要した費用の実費

に充当することを原則とする。

３ 直接性の原則

政務活動費に充当できるのは、調査研究活動に関するものというだけでは認めら

れず、当該調査研究活動に直接必要な経費であることを原則とする。
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４ 政務活動費で支出できない経費

区 分 内 容

私的活動経費 ・慶弔費

・餞別

・見舞金

・寸志

・慶弔電報

・広告料

・年賀状購入、印刷代

・各種パーティー券購入

・名刺印刷代

・レクリエーション経費

・宴会費

・懇親会費

・町内会、任意の団体の会費

・寺院の檀家総代会などの宗教活動に関する経費 等

寄付・贈与等の経費 ・各種団体への寄付、協賛金、賛助金 等

政党活動的経費 ・政党党費

・政党大会参加費

・党大会参加のための旅費

・政党広報紙、パンフレット等の印刷代、発送経費 等

後援会活動経費 ・後援会が発行する広報紙、パンフレット等の印刷代、発送経費

・後援会主催の報告会等の開催経費 等

選挙活動経費 ・選挙運動、選挙活動の経費

・選挙活動用の事務所の経費 等

その他の経費 ・私有車の車検代、修理代、保険代

・運転代行料

・市政に関する調査研究に直接関係のない講座等の受講料、資料

代（パソコン教室、英会話教室等）

・プリペイドカード、商品券 等
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５ 使途基準項目別の取扱い例

(1) 研究研修費

【内容】

会派が研究会および研修会を開催するために必要な経費又は会派の所属議員が

他の団体の開催する研究会および研修会に参加するために必要な経費

【例示】

会場費、講師謝金、出席者負担金・会費、交通費、宿泊費等

【支出できる主なもの】

・研究会、研修会等の会場借上料

・講師への謝金、送迎タクシー代、食事代（社会通念上妥当な範囲内）

・茶菓子代（社会通念上妥当な範囲内）

・他の団体が開催する研究会、研修会に参加するための出席者負担金、会費（開

催通知、日程等の写しを政務活動費支出報告書に添付）等の実費

ただし、負担金、会費であっても、会費の額および飲食の実態に照らし、主に

懇談等の飲食費に充てられている場合は除く。

・研究会、研修会への参加のための交通費、旅費等

・出張経費（有料道路通行料、駐車料金。ただし、航空機利用に伴う秋田空港駐

車場は除く）

・会派で行う調査業務の外部委託料（政務活動費支出報告書に契約書および成果

品の写しを添付）

【支出できない主なもの】

・祝賀会、記念式典、ＰＴＡ懇談会、各種総会、その他飲食を主目的にした会合

の会費

・研究会、研修会会場として、社会通念上不適当と考えられる場所で行われる会

合の会場借上料（居酒屋、スナック等酒類の提供を主とする場所での会合）

・居酒屋、スナック等酒類の提供を主とする場所で開かれる会合に出席するとき

の会費

・個人の立場で加入している団体の年会費および会費（例：町内会費、ＰＴＡ会

費、同窓会費、交通安全協会会費、奉仕活動団体会費、趣味のサークルおよび

団体の会費等）

・調査研究活動と関わりが希薄な団体の年会費および会費（例：後援会費、振興

会費、商工会費等）

・会派や議員間の懇談会等に係る経費

・議員と当局との懇談会等に係る経費

・飲食に伴うタクシー代、運転代行料

・私的活動に属する経費
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【その他の留意事項】

・会議等開催通知・案内状等の開催内容が分かる書類を「支出報告書」に添付す

る。

・市外に出張する場合の旅費の支出にあたっては、秋田市職員等の旅費に関する

条例を準用し、事務局において計算を行うものとする。

・講師に対する交通費、宿泊費の支弁は、秋田市職員等の旅費に関する条例を準

用し積算する。

・講師に対する接待は、茶菓子代および昼食代とする。

・航空機等を利用する視察旅行において、パック商品や割安な割引運賃を利用し、

概算額との差額が生じたときは、当該差額を返納し、精算すること。

・旅費精算にあたっては、精算額の確認のため、チケット等を購入した際の領収

書を添付すること。

・ＥＴＣを利用した場合は、料金の確認できる明細書を政務活動費支出報告書に

添付するものとする。

・研究会、研修会等の資料類は、会派の経理責任者において５年間保管するもの

とする。
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(2) 調査活動費

【内容】

会派が行う調査研究活動のために必要な先進地調査又は現地調査に要する経費

【例示】

交通費、宿泊費等

【支出できる主なもの】

・国内視察旅費（秋田市職員等の旅費に関する条例を準用する）

・調査のために借上げたマイクロバス、レンタカー代等

・車賃（原則として、届出の車両に使用したものに限る）

・出張経費（有料道路通行料、駐車料金。ただし、航空機利用に伴う秋田空港駐

車場は除く）

・施設入館料

【支出できない主なもの】

・視察先での飲酒、懇親会代

【その他の留意事項】

・海外行政視察は、調査研究活動の目的を明確にする。

・市外に出張する場合の旅費の支出にあたっては、秋田市職員等の旅費に関する

条例を準用し、事務局において計算を行うものとする。

・航空機等を利用する視察旅行において、パック商品や割安な割引運賃を利用し、

概算額との差額が生じたときは、当該差額を返納し、精算すること。

・旅費精算にあたっては、精算額の確認のため、チケット等を購入した際の領収

書を添付すること。

・車賃は、その活動毎に走行距離１キロメートル当たり37円で積算し、その使用

目的等を車賃使用台帳に記載し、収支報告書とともに提出すること。

ただし、政務活動費として充てる経費は、毎月、あるいは年度を通しての領収

書の合計金額を超えない額とする。

・自動車の借上げは、他に利用できる公共交通機関がないか運行本数が少ない等、

自動車を借上げる合理的な理由がある場合に限るものとする。

・ＥＴＣを利用した場合は、料金の確認できる明細書を支出伝票に添付するもの

とする。

・調査研究のため市外に出張したときは、速やかに政務活動費支出報告書を作成

し、会派の経理責任者において５年間保管するものとする。

・省庁等を訪問し、調査活動を行う場合は、資料とともに、所感を添付するもの

とする。
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(3) 資料作成費

【内容】

会派が行う調査研究活動のために必要な資料の作成に要する経費

【例示】

印刷製本費、翻訳料、事務機器の購入費およびリース料等

【支出できる主なもの】

・資料作成に伴う印刷製本費

・資料作成のための事務用品、消耗品等

・パソコン、コピー機などの事務機器購入費（３万円未満）および事務機器リー

ス料。また、それらに係る必要経費（トナー、保守点検料、修理代等）

【支出できない主なもの】

・議員の個人的な活動、所属政党の宣伝活動および選挙活動に要する経費

【その他の留意事項】

・１品３万円未満の物品購入（図書含む）については、政務調査活動専用の場合

には認めることができる。

・事務機器等備品（３万円以上）については、リース又はレンタル契約とする。

この場合、品名、期間、金額等が確認できる契約書又はこれに類する書面（以

下「契約書等」という。）を作成するものとする。（契約者は会派又は所属議員

とする）

・調査資料作成委託については、委託先、委託期間、委託内容、委託金額等が記

載された委託契約書等を作成し、その写しを政務活動費支出報告書に添付する

ものとする。（契約者は会派又は所属議員とする）

・調査研究に必要な消耗品であっても、その購入量、時期が適切であること。

・作成した資料等の成果品は、会派の経理責任者において５年間保管するものと

する。
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(4) 資料購入費

【内容】

会派が行う調査研究活動のために必要な図書、資料等の購入に要する経費

【支出できる主なもの】

・書籍・電子書籍（領収書には本の名称が必要）

・新聞・新聞電子版（自宅配達の新聞の場合にあっては、日刊紙１紙を除いた購

読料とする。ただし、電子版は認める。）

・雑誌（領収書には雑誌の名称が必要）

【支出できない主なもの】

・調査研究に適さない図書（週刊誌、雑誌）等

・書画、骨董に類するもの

・所属政党が発行する新聞等の購読料

・スポーツ新聞

・自己啓発的な意味合いのある図書等

【その他の留意事項】

・書籍等を購入する際には、政務活動費支出報告書にその書名やタイトルを記載

するものとする。

・雑誌の場合、必要に応じて調査研究に係る記事内容を添付するものとする。

・同じ書籍、新聞での支出は、紙版又は電子版のどちらかとする。

・ポイント等の割引サービスを利用して購入する場合は、割引後の実際に支払っ

た額を支出対象とする。
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(5) 広報費

【内容】

会派が調査研究活動および議会活動ならびに市の政策について住民に報告する

ために必要な経費

【例示】

広報紙、報告書等の印刷費および送料、会場費等

【支出できる主なもの】

・会派で発行する市政報告などの広報紙発行に係る印刷製本費および発送代等

・会派によるホームページの作成料、改訂料、維持経費

・会派の議会活動報告等のための会場借上料

・茶菓子代（社会通念上妥当な範囲内）

【支出できない主なもの】

・名刺代

・政党活動、選挙活動、後援会活動に関する広報紙発行に係る印刷製本費、発送

代

・報告会等の会場として不適当と考えられる場所で行われる会場費（酒類の提供

を主とする場所）

・議員の個人活動に関するホームページの作成委託に要する経費

【その他の留意事項】

・広報費の支出にあたっては、事前における会派内での意思統一や、了承のもと

に行うものとする。

・会派又は議員個人（一人会派含む）が政務活動費で発行する広報紙およびホー

ムページの作成・維持管理に係る経費については、内容が会派の活動とみなせ

る場合、支出できるものとする。

・広報紙、ホームページの表題には会派名を標榜するものとする。

・広報紙の支出については、原本又は写しを政務活動費支出報告書に添付するも

のとする。
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(6) 広聴費

【内容】

会派が住民の市政に関する要望および意見を聴くための会議等に要する経費

【例示】

会場費、印刷費、茶菓子代等

【支出できる主なもの】

・公聴会、意見交換会開催のための会場借上料

・公聴会、意見交換会開催に係る印刷物、資料作成費

・公聴会、意見交換会開催会場の垂れ幕、看板等の経費

・公聴会、意見交換会開催に係る郵送料

・公聴会、意見交換会開催に係る茶菓子代（社会通念上妥当な範囲内）

【支出できない主なもの】

・政党活動、後援会活動に関する経費

・飲酒代、食事代
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(7) 人件費

【内容】

会派が行う調査研究活動を補助する者の雇用に要する経費

【支出できる主なもの】

・会派雇用職員の賃金

・研修会等の受付などのアルバイト代

【支出できない主なもの】

・選挙活動、後援会活動に従事する雇用経費

・議員の配偶者、親族および生計を一にする者の雇用経費

【その他の留意事項】

・雇用契約書（雇入通知書を含む）を作成するものとする。

・雇用日数、雇用時間がわかる就業内訳表を作成し保管するものとする。

・会派雇用職員を政務調査活動の補助業務とそれ以外の業務に従事させている場

合は、政務調査に係る業務の就業時間に対して支払うものとする。

・補助職員を雇用する場合は、税務署（所得税源泉徴収）、労働基準監督署（労

災保険）、ハローワーク（雇用保険）、社会保険事務所（社会保険料）への手続

きが必要となる場合があり、該当する場合は会派が事業主となって手続きをす

ること。
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(8) 事務所費

【内容】

会派が行う調査研究活動のために必要な事務所の設置および管理に要する経費

【例示】

事務所の賃借料および維持管理費、備品および事務機器の購入費およびリース

料等

【その他の留意事項】

・事務機器等３万円以上の物品については、任期中におけるリース契約とする。
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(9) 事務費

【内容】

(1)～(8)以外の経費で、会派が行う調査研究活動のために必要な事務的経費

【支出できる主なもの】

・自宅固定電話使用料（ＦＡＸ兼用機含む）（届出番号に限る）

・携帯電話使用料（届出番号に限る）

・インターネット接続使用料

・支出報告書作成に使用する領収書の発行に係る手数料

【支出できない主なもの】

・携帯電話の機器購入や買い替え費用

・領収書の再発行に係る手数料

【その他の留意事項】

・自宅固定電話（ＦＡＸ兼用機含む）使用料、携帯電話使用料、インターネット

接続使用料のそれぞれの支出については、会派所属議員１人につき１月あたり

各支出金額の２分の１以内を上限とする。

・ポイント等の割引サービスを利用して購入する場合は、割引後の実際に支払っ

た額を支出対象とする。
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第４章 政務活動費の会計処理

１ 帳票書類の整理保存

(1) 会計帳簿、支出伝票の作成

政務活動費の交付を受けた会派の代表者および経理責任者は、収支について会

計帳簿を調製するとともに、領収書等証拠書類を政務活動費支出報告書等に貼り

付け、確認のうえ整理保存するものとする。

(2) 会計帳簿

各会派において、支出金額の管理がしやすいように金銭出納簿等（記録簿）を

整備するものとする。

(3) 会派で保存する成果品等

政務活動費支出報告書等に添付するもの以外の成果品等については、収支報告

書の提出期限の日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して５年を経過する

日まで、会派の経理責任者が保管するものとする。

会派が解散等により消滅した場合であっても、同様とする。

２ 政務活動費専用の金融機関口座の設置

政務活動費は各会派の指定する金融機関の口座に振り込まれるので、政務活動費

専用の口座を設けること。

また、経理の透明性を確保する観点から、同口座に政務活動費以外の収支を混在

させないこと。

３ 領収書等の証拠書類

(1) 留意点

① 政務活動費の支出で領収書を徴収する場合は、宛名、日付、品名、発行者の

住所氏名等の必要事項が記入されているか確認すること。

また、レシートの場合でも領収書と同様に必要事項が記入されているか確認

すること（消耗品、書籍など多品目の一括購入で品名が記載されていない領収

書の場合は、内訳が分かるように領収書に納品書などの明細を添付すること）。

② 領収書等の宛名は、議員名もしくは会派名とする。なお、宛名の記載が困難

な場合（※）は、宛名がないものでも領収書として認めるものとする。

※ガソリン、タクシーのレシート、高速料金の領収書、ＪＲ発券機による領収

書等
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③ クレジットカード等の引き落としにより領収書が発行されない場合は、金額

が明記されている書類と通帳の該当部分の写しを提出すること。

④ 銀行振込みによる支払の場合は、請求書および振込済通知書などを提出する

こと。なお、固定電話代と携帯電話代を口座振替としている場合は、請求明細

等の内訳が記入されているものを添付すること。

⑤ 調査委託契約、リース等契約の場合は、契約書の写しを提出すること。

⑥ 調査視察等の旅費の場合には、事務局で計算した旅費計算明細書に交通費の

領収書を添付するとともに、政務活動費支出報告書と調査事項、調査内容およ

び所感を作成し、提出すること。

４ 債務確定後の精算

(1) 留意点

① 政務活動費は、債務確定後速やかに政務活動費支出報告書等を用い支出の事

務処理、精算を行うこと。

② 按分により政務活動費を充当する場合は、政務活動費支出報告書に按分割合

を記入し、支払額合計欄には当該按分割合で計算した額を記入すること。

５ 会計年度および支出金の帰属年度

(1) 会計年度

政務活動費に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年の３月31日までとする。

ただし、改選年度は任期満了日の５月１日までとする。

(2) 改選年における支出処理

改選年については、会派が結成された日の属する月の翌月分から交付されるこ

ととなるため、５月２日から会派結成日までの間に発生する債務の支払いには充

てないこと。

(3) 支出金の帰属年度

支出金に関する帰属年度は、その支払いの債務が確定した日の属する年度の支

出として取り扱う。

具体的には、年度末３月（旧年度）に債務が確定し、実際の支払いが翌年度４

月中（新年度）に行ったものでも、旧年度における支出として取り扱う。



- 18 -

６ その他

(1) 印刷物の成果品の添付

広報紙、アンケート等を印刷製本費として計上する場合は、成果品を政務活動

費支出報告書等に添付すること。
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第５章 政務活動費の収支報告および返還

１ 政務活動費の収支報告

各会派の代表者は、収支報告書に記載した金額に係る政務活動費支出報告書等を

添付して、毎年４月30日まで提出すること。

また、任期が満了したとき又は会派が解散したときは、１月以内に収支報告書等

を議長に提出すること。【条例第８条】

２ 政務活動費の検査

議長に提出された収支報告書および領収書等の内容を検査するにあたり必要があ

る場合は、会派で保管している報告書および成果品等の資料の提示を求める場合が

あるので、会派の代表者又は経理責任者は、これらの書類を大切に保管すること。

３ 政務活動費の返還

会派の代表者は、政務活動費に残余金が生じたときは、収支報告書を提出後速や

かに市長に返還しなければならないので、適正に事務処理を行うこと。【条例第９

条】

なお、収支報告書に添付された領収書等の内容から、使途基準に従っていないと

判断される支出については、返還の対象となるので留意すること。
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第６章 政務活動費の情報公開

１ 政務活動費の情報公開

政務活動費は、市政に関する調査研究に資するための経費の一部として交付され

ており、議員自らが使途の透明性を図るとともに、会派において説明責任を担う必

要がある。

収支報告書等の公開は、秋田市議会政務活動費収支報告書等の公開に関する要綱

（平成22年12月21日議長決裁）（35、36頁参照）に基づき、閲覧に供する方法によ

り行う。

２ 秋田市ホームページ上での情報公開

平成30年度分の政務活動費から、議長に提出された収支報告書および領収書等の

添付書類について、秋田市ホームページ上に掲載する。また、平成29年度以前の分

は、保存期間内の収支報告書について、科目別収支状況一覧を掲載する。

３ 情報公開請求時の対応

議長に提出された収支報告書および領収書等の添付書類は、情報公開の対象公文

書であり、議会事務局に５年間保管し、情報公開については議会事務局で対応する。
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○秋田市議会政務活動費の交付に関する条例

平成13年３月26日

条例第19号

（趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条第14項から第16項

までの規定に基づき、秋田市議会議員の調査研究に資するため必要な経費の一部と

して、秋田市議会における会派（所属議員が１人の場合を含む。以下「会派」とい

う。）に対し政務活動費を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。

（交付対象）

第２条 政務活動費は、秋田市議会における会派に対して交付する。

（交付額および交付の方法）

第３条 会派に対する政務活動費は、各月の初日（以下「基準日」という。）におけ

る当該会派の所属議員数に月額10万円を乗じて得た額を４月から６月まで、７月か

ら９月まで、10月から12月までおよび翌年の１月から３月までの四半期ごとに交付

する。

２ 政務活動費は、各四半期の最初の月（以下「交付月」という。）に、当該四半期

に属する月数分を交付する。ただし、四半期の途中において議員の任期が満了する

場合は、任期満了の日の属する月の前月までの月数分を交付する。

３ 基準日において議員の辞職、失職、除名もしくは死亡又は所属会派からの脱会が

あった場合は、当該議員は第１項の所属議員数に含まないものとし、基準日におい

て議会の解散又は会派の解散があった場合は、当月分の政務活動費は交付しない。

４ 政務活動費は、交付月の12日（以下「交付日」という。）に交付する。ただし、

交付日が秋田市の休日を定める条例（平成元年秋田市条例第32号）第１条第１項各

号に掲げる日（以下「休日」という。）に当たる場合は、その日前においてその日

に最も近い休日でない日を交付日とする。

５ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、交付日を変更

することができる。

第４条 一四半期の途中において新たに結成された会派に対しては、結成された日の

属する月の翌月分（その日が基準日に当たるときは、当月分）から政務活動費を交

付する。

２ 前項の場合において、会派が結成された日（以下「結成日」という。）の属する

月の翌月以降の月（結成日が基準日に当たるときは、当月以降の月）で、結成日が

属する四半期に属する月数分の政務活動費は、前条第４項の規定にかかわらず、結

成日の属する月の翌月（その日が基準日に当たる場合は、当月）の末日までに交付

する。

（所属議員数の異動に伴う調整等）

第５条 政務活動費の交付を受けた会派において一四半期の途中において所属議員数

に異動が生じた場合は、異動が生じた日の属する月の翌月（その日が基準日に当た

る場合は、当月）の末日までに、既に交付した政務活動費の額が異動後の議員数に

基づいて算定した政務活動費の額を下回るときは、当該下回る額を追加して交付し、
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既に交付した額が異動後の議員数に基づいて算定した額を上回るときは、会派は当

該上回る額を返還しなければならない。

２ 政務活動費の交付を受けた会派は、一四半期の途中において議会が解散したとき

又は当該会派が解散したときは、解散の日の属する月分以降の政務活動費を解散の

日から１月以内に返還しなければならない。

（政務活動費を充てることができる経費の範囲）

第６条 会派は、政務活動費を別表に定める経費の範囲内で使用するものとし、市政

に関する調査研究に資するため必要な経費以外のものに充ててはならない。

（経理責任者）

第７条 会派は、政務活動費の経理を明確に行うため、経理責任者を置かなければな

らない。

（収入および支出の報告書等の提出）

第８条 政務活動費の交付を受けた会派の代表者は、規則で定めるところにより、政

務活動費に係る収入および支出の報告書を作成し、領収書等の証拠書類を添付して

議長に提出しなければならない。

２ 前項の報告書および領収書等の証拠書類は、前年度の交付に係る政務活動費につ

いて、毎年４月30日までに提出しなければならない。

３ 議員の任期が満了したとき又は議会もしくは会派が解散したときは、前項の規定

にかかわらず、政務活動費の交付を受けた会派の代表者であった者は、任期満了の

日又は解散の日から１月以内に第１項の報告書に領収書等の証拠書類を添付して提

出しなければならない。

（政務活動費の返還）

第９条 政務活動費の交付を受けた会派は、その年度において交付を受けた政務活動

費の総額から、当該会派がその年度において第６条に定める経費の範囲内で支出し

た総額を控除して残余がある場合は、当該残余の額に相当する額を前条第１項に規

定する報告書を提出後、速やかに返還しなければならない。

（規則への委任）

第10条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項は、市長

が規則で定める。

附 則

この条例は、平成13年４月１日から施行する。

附 則（平成14年６月17日条例第22号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成20年９月17日条例第29号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成25年２月28日条例第１号）

（施行期日）

１ この条例は、平成25年３月１日から施行する。

（経過措置）
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２ 改正後の秋田市議会政務活動費の交付に関する条例の規定は、この条例の施行の

日以後に交付される政務活動費について適用し、同日前に交付された改正前の秋田

市議会政務調査費の交付に関する条例の規定による政務調査費については、なお従

前の例による。
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別表（第６条関係）

項 目 内 容

研究研修費 会派が研究会および研修会を開催するために必要な経費又は会

派の所属議員が他の団体の開催する研究会および研修会に参加

するために必要な経費

調査活動費 会派が行う調査研究活動のために必要な先進地調査又は現地調

査に要する経費

資料作成費 会派が行う調査研究活動のために必要な資料の作成に要する経

費

資料購入費 会派が行う調査研究活動のために必要な図書、資料等の購入に

要する経費

広報費 会派が調査研究活動および議会活動ならびに市の政策について

住民に報告するために必要な経費

広聴費 会派が住民の市政に関する要望および意見を聴くための会議等

に要する経費

人件費 会派が行う調査研究活動を補助する者の雇用に要する経費

事務所費 会派が行う調査研究活動のために必要な事務所の設置および管

理に要する経費

事務費 上記以外の経費で会派が行う調査研究活動のために必要な事務

的経費
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○秋田市議会政務活動費の交付に関する規則

平成13年3月26日

規則第25号

（趣旨）

第１条 この規則は、秋田市議会政務活動費の交付に関する条例（平成13年秋田市条

例第19号。以下「条例」という。）第10条の規定に基づき、政務活動費の交付に関

し必要な事項を定めるものとする。

（交付申請等）

第２条 政務活動費の交付を受けようとする会派の代表者は、条例第７条に規定する

経理責任者を所属議員のうちから定め、市長に対し、議長を経由して別記様式第１

号により政務活動費交付申請書を提出しなければならない。

２ 前項の規定により申請した事項に変更が生じたときは、当該会派の代表者は、市

長に対し、議長を経由して別記様式第２号により速やかに政務活動費交付変更申請

書を提出しなければならない。

３ 会派を解散したときは、当該会派の代表者であった者は、市長に対し、議長を経

由して別記様式第３号により速やかに会派解散届を提出しなければならない。

（交付決定）

第３条 市長は、前条第１項の規定により申請のあった各会派に対して交付すべき政

務活動費の額を決定し、当該会派の代表者に別記様式第４号の政務活動費交付決定

通知書により通知するものとする。

２ 前条第２項の規定による申請により、会派に対する政務活動費の交付決定額に変

更が生じるときは、市長は、当該会派の代表者に別記様式第５号の政務活動費交付

変更通知書により通知するものとする。

（交付請求）

第４条 前条の規定により交付決定の通知又は交付変更の通知を受けた会派の代表者

は、条例第３条第４項の政務活動費の交付日又は条例第４条第２項の政務活動費の

交付期限の７日前までに、市長に対し、別記様式第６号により政務活動費交付請求

書を提出するものとする。

（政務活動費収支報告書）

第５条 条例第８条第１項の報告書は、政務活動費収支報告書（別記様式第７号およ

び別記様式第８号）とする。

（政務活動費収支報告書の写しの送付）

第６条 議長は、条例第８条第１項の規定により提出された政務活動費収支報告書の

写しを市長に送付するものとする。

（政務活動費の経理等）

第７条 政務活動費の交付を受けようとする会派は、政務活動費の経理を明確にする

ため、政務活動費の出納のみを行う当該会派の代表者名義の預金口座および経理簿

を備えなければならない。

２ 政務活動費の交付を受けた会派の経理責任者は、預金通帳、経理簿および領収書

等の証拠書類を整理し、預金通帳および経理簿を当該政務活動費に係る収支報告書
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の提出期限の日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して５年を経過する日ま

で保管しなければならない。

（口座振替による交付）

第８条 政務活動費の会派への交付は、口座振替の方法により行う。

附 則

この規則は、平成13年４月１日から施行する。

附 則（平成25年２月28日規則第２号）

（施行期日）

１ この規則は、平成25年３月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の秋田市議会政務活動費の交付に関する規則の規定は、この規則の施行の

日以後に交付される政務活動費について適用し、同日前にこの規則による交付され

た政務調査費については、なお従前の例による。
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別記様式第１号 政務活動費交付申請書（第２条関係）

年 月 日

（宛先）秋田市長

（議長経由）

会 派 名

代表者名 印

政務活動費交付申請書

秋田市議会政務活動費の交付に関する規則第２条第１項の規定により、

次のとおり申請します。

記

１ 会 派 の 名 称

２ 会派 結 成年 月日

３ 代 表 者 の 氏 名

４ 経理責任者の氏名

５ 所 属 議 員 数 人

６ 交付申請額（ 年度分） 円

(注) 所属議員名簿を添付すること。
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別記様式第２号 政務活動費交付変更申請書（第２条関係）

年 月 日

（宛先）秋田市長

（議長経由）

会 派 名

代表者名 印

政務活動費交付変更申請書

秋田市議会政務活動費の交付に関する規則第２条第２項の規定により、

次のとおり申請します。

記

区 分 変 更 後 変 更 前 変更年月日

会派の名称

代表者の氏名

経理責任者の氏名

所属議員数

交付申請額（ 年度分） 円 円

(注) 所属議員数が変更となったときは、変更後の所属議員名簿を添付する

こと。
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別記様式第３号 会派解散届（第２条関係）

年 月 日

（宛先）秋田市長

（議長経由）

届出者 印

会 派 解 散 届

秋田市議会政務活動費の交付に関する規則第２条第３項の規定により、

次のとおり届出します。

記

１ 解散会派の名称

２ 解 散 年 月 日
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別記様式第４号 政務活動費交付決定通知書（第３条関係）

第 号

年 月 日

（会派代表者） 様

秋田市長

政務活動費交付決定通知書

年 月 日付けで申請のありました 年度政務活動費の交付について

は、次のとおり交付することに決定しましたので、秋田市議会政務活動費

の交付に関する規則第３条第１項の規定により通知します。

記

交付決定額 円

第１・四半期 円

第２・四半期 円

第３・四半期 円

第４・四半期 円
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別記様式第５号 政務活動費交付変更通知書（第３条関係）

第 号

年 月 日

（会派代表者） 様

秋田市長

政務活動費交付変更通知書

年 月 日付けで会派所属議員数に変更が生じたことから、次のとお

り 年度政務活動費交付決定額を変更しましたので、秋田市議会政務活動

費の交付に関する規則第３条第２項の規定により通知します。

記

変更交付決定額 円

第１・四半期 円

第２・四半期 円

第３・四半期 円

第４・四半期 円
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別記様式第６号 政務活動費交付請求書（第４条関係）

年 月 日

（宛先）秋田市長

会 派 名

代表者名 印

政務活動費交付請求書

秋田市議会政務活動費の交付に関する規則第４条の規定により、次のと

おり政務活動費を請求します。

記

１ 請 求 額 金 円

（ただし、 、 、 月分として）

２ 振 込 先 （銀 行 名）

（口座番号）

（口座名義人の氏名）
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別記様式第７号 政務活動費収支報告書その１（第６条関係）

年 月 日

（宛先）秋田市議会議長

会 派 名

代表者名 印

政務活動費収支報告書について

秋田市議会政務活動費の交付に関する条例第８条第１項の規定に基づき、

年度政務活動費収支報告書に領収書等の証拠書類を添付して提出します。
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別記様式第８号 政務活動費収支報告書その２（第６条関係）

政務活動費収支報告書（ 年度分）

会派名

１ 収 入 （単位：円）

科 目 金 額

政務活動費

預 金 利 子

会派繰入金

合 計

２ 支 出 （単位：円）

科 目 金 額 備 考

研究研修費

調査活動費

資料作成費

資料購入費

広 報 費

広 聴 費

人 件 費

事 務 所 費

事 務 費

合 計

３ 残 額 円

(注) 備考欄には、主たる支出の内訳を記載すること。
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○秋田市議会政務活動費収支報告書等の公開に関する要綱

平成22年12月21日

議 長 決 裁

（目的）

第１条 この要綱は、秋田市議会において、秋田市議会政務活動費の交付に関する条

例（平成13年秋田市条例第19号）第８条第１項の規定により提出された政務活動費

収支報告書および領収書等の証拠書類（以下「収支報告書等」という。）を公開す

ることにより、政務活動費の支出の透明性を図るとともに、開かれた議会の推進に

資することを目的とする。

（公開の方法）

第２条 収支報告書等の公開は、保存期間内の収支報告書等（当該収支報告書等の一

部に秋田市情報公開条例（平成９年秋田市条例第39号）第７条に規定する不開示情

報が記録されている場合にあっては、当該不開示情報が記録されている部分を除

く。）の写し（以下「関係書類」という。）を次に掲げる方法により行うものとする。

(1) 閲覧

(2) 秋田市議会のホームページへの掲載

（閲覧の時期）

第３条 前条第１項第１号の規定による閲覧は、当該収支報告書等の提出期限の日の

翌日から起算して60日を経過した日の翌日（その日が秋田市の休日を定める条例（平

成元年秋田市条例第32号）第１条第１項各号に掲げる日（以下「休日」という。）

に当たるときは、休日の翌日）からすることができるものとする。

（閲覧場所）

第４条 関係書類の閲覧場所は、原則として議会図書室とする。

（閲覧時間等）

第５条 関係書類の閲覧は、平日（休日以外の日をいう。）の午前８時30分から午後

５時15分までとする。

（ホームページによる公開の時期）

第６条 第２条第１項第２号の規定によるホームページによる公開は、第３条の規定

による閲覧を開始した日の翌日（休日に当たるときは、休日の翌日）の午後５時15

分までに開始することができるものとする。

（公開の休止）

第７条 議長が特に必要と認めるときは、収支報告書等の公開に係る業務の全部又は

一部を休止することができる。

（委任）

第８条 この要綱に定めるもののほか、収支報告書等の公開に関し必要な事項は、議

長が定める。

附 則

（施行期日）
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１ この要綱は、平成23年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に提出される収支報告書等から適用

し、同日前に提出された収支報告書等については、なお従前の例による。

附 則

１ この要綱は、平成25年３月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の秋田市議会政務活動費収支報告書等の公開に関する要綱第１条の規定

は、この要綱の施行の日以後に交付される政務活動費に係る収支報告書等について

適用し、同日前に交付された政務調査費に係る収支報告書等については、なお従前

の例による。

附 則

１ この要綱は、令和元年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の秋田市議会政務活動費収支報告書等の公開に関する要綱第２条第１項第

２号および第６条の規定は、平成30年４月１日以後に交付される政務活動費に係る

収支報告書等について適用し、改正前の秋田市議会政務活動費収支報告書等の公開

に関する要綱第２条および第７条の規定は、同日前に交付された政務活動費に係る

収支報告書等について、なおその効力を有する。
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○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○

○ 年 ～ ○ 年

○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

合計

○ 年 ○ 月 ○ 日

／

／

／

／

／

／

／

／

／

合計 ○○○，○○○

　旅費 ○○○，○○○

　出席者負担金・会費 ○○，○○○

　詳細は別添（研修資料等）のとおり

　会議資料保管場所：○○会派控室など

支出年月日

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

○○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印

　出席者負担金・会費 ○○，○○○

　研修内容は別添（案内状等）のとおり

　旅費 ○○○，○○○

　○○研修会参加

　○○市　○○会館

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

行程最終日又は最後に支払った月日の

いずれか遅い月日を記入する
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※重ならないようご注意願います。

支出番号

○

領収書等添付欄

領収書

領収書
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日分 １日 円

夜分 １夜 円

乙地方
夜分 １夜 円

パック料金 円

そ の 他
(キャンセル料等)

円

区間 キロ数 料金

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

甲

乙

宿泊数

計

0.0 0 0 0.0 0 0.0

グリーン
特急・急行料

日数

備考

月 日 発地名 ( 経由路線 ) 着地名 キロ数 運賃

内
　
　
　
　
　
訳

鉄 道 賃 円

車 賃 等

宿 泊 料 円

日 当 円

モノレール その他

急行・特急料運賃 グリーン

円

バス

概算額 精算額 □戻入額　□追給額

航 空 賃 円

旅行開始日 ○○/○○/○○ 
会派名 ○○○ 旅行者名 ○○ ○○ 議員

旅行終了日 ○○/○○/○○ 

　　　　　　旅　　 費　　 計　　 算　　 明　　 細　　 書 　　　　　

計算月日 ○○．○○．○○
確認２ 確認１ 計算
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○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○

○ 年 ～ ○ 年

○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

合計

○ 年 ○ 月 ○ 日

／

／

／

／

／

／

／

／

／

合計 ○○○，○○○

　旅費 ○○○，○○○

　施設入館料 ○，○○○

　詳細は別添（所感等）のとおり

　会議資料保管場所：○○会派控室など

支出年月日

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

○○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印

　別紙　行政視察行程表のとおり

　旅費 ○○○，○○○

　視察入館料 ○，○○○

　○○市　

　「○○事業について」

　「○○事業について」

　○○市　

　「○○事業について」

　「○○事業について」

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

行程最終日又は最後に支払った月日の

いずれか遅い月日を記入する
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※重ならないようご注意願います。

支出番号

○

領収書等添付欄

領収書

領収書
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調査事項、調査内容および所感 

 

会 派 名 ○○会派 氏 名   議員氏名  

調査日時 平成○○年○○月○○日（○）  ○：○○ ～  ○：○○ 

調査事項  ○○市「○○事業について」  

調査内容 

 何々･･･････                          
                                
                                
                                
                                
                                
                                
                                
                                
                                
                                
                                
                                
                                
 

所 感 

 何々･･･････                          
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日分 １日 円

夜分 １夜 円

乙地方
夜分 １夜 円

パック料金 円

そ の 他
(キャンセル料等)

円

区間 キロ数 料金

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

( ) 甲・乙

甲

乙

宿泊数

計

0.0 0 0 0.0 0 0.0

グリーン
特急・急行料

日数

備考

月 日 発地名 ( 経由路線 ) 着地名 キロ数 運賃

内
　
　
　
　
　
訳

鉄 道 賃 円

車 賃 等

宿 泊 料 円

日 当 円

モノレール その他

急行・特急料運賃 グリーン

円

バス

概算額 精算額 □戻入額　□追給額

航 空 賃 円

旅行開始日 ○○/○○/○○ 
会派名 ○○○ 旅行者名 ○○ ○○ 議員

旅行終了日 ○○/○○/○○ 

　　　　　　旅　　 費　　 計　　 算　　 明　　 細　　 書 　　　　　

計算月日 ○○．○○．○○
確認２ 確認１ 計算
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○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○

○ 年 ～ ○ 年

○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

合計

○ 年 ○ 月 ○ 日

／

／

／

／

／

／

／

／

／

合計 ○○，○○○

　領収書の計　○○，○○○円

　　　　　　≧　○○，○○○円

　車賃　４月～３月分

　別紙「車賃使用台帳」の計

　○○○㎞×37円 ○○，○○○

支出年月日

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印

　車賃　４月～３月分

　○○㎞×37円×12ヵ月 ○○，○○○

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

領収書が複数になる場合は、最後に

支払った月日とする。
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※重ならないようご注意願います。

支出番号

○

領収書等添付欄

領収書 領収書 領収書

領収書 領収書 領収書
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走 行 距 離 距 離 累 計

（㎞未満切捨） ㎞

～　　 　　～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月分 走行距離累計　　　　　　　　㎞ × ３７円 ＝　　　　　　　　　　　　円

平成　　年度　車賃使用台帳

月 日 目　　　　　　的 区　　　　　間

　会派名　　　　　　　　　　　　　　議員名
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○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○

○ 年 ～ ○ 年

○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

／

／

合計

○ 年 ○ 月 ○ 日

／

／

／

※重ならないようご注意願います。（別紙添付も可）

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

支出年月日

　パソコンリース料　４月～３月分

　＠○，○○○×12ヵ月 ○○，○○○

　別添「見積書」のとおり

　別添契約書（写）のとおり

○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印

　

合計 ○○，○○○

領収書等添付欄

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

領収書
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○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○ ○ 年 ～ ○ 年

○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

／

／

合計

○ 年 ○ 月 ○ 日

／

／

／

※重ならないようご注意願います。（別紙添付も可）

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

支出年月日

　○○新聞購入代　４月～３月分

　＠○，○○○×12ヵ月 ○○，○○○

○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印

　

合計 ○○，○○○

領収書等添付欄

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

領収書

申出内容と変更がない場合は記載不要
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○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○ ○ 年 ～ ○ 年

○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

／

／

合計

○ 年 ○ 月 ○ 日

／

／

／

※重ならないようご注意願います。（別紙添付も可）

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

支出年月日

　会報発行

　印刷代　＠○○×○○部 ○○，○○○

　配付代　＠○○×○○部 ○○，○○○

　会報原本は別添のとおり　

○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印

　

合計 ○○，○○○

領収書等添付欄

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

領収書
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○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○ ○ 年 ～ ○ 年

○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

／

／

合計

○ 年 ○ 月 ○ 日

／

／

／

※重ならないようご注意願います。（別紙添付も可）

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

支出年月日

　公聴会（○月○日開催）

　会場借上代 ○○，○○○

　資料印刷代　＠○○×○○部 ○○，○○○

　詳細は別添資料のとおり

○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印

　

合計 ○○，○○○

領収書等添付欄

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

領収書
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○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○ 年 ～ ○ 年

○ ○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

／

／

合計

○ 年 ○ 月 ○ 日

／

／

／

※重ならないようご注意願います。（別紙添付も可）

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

支出年月日

　調査研究活動補助業務（○月分）

　＠○○○×○○日 ○○，○○○

　＠○○○×○○日 ○○，○○○

○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印

　別添「雇用契約書」「就業内訳表」のとおり　

合計 ○○，○○○

領収書等添付欄

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

　○月分

領収書
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雇用（勤務条件）通知書

○年○月○日

○○ ○○ 様

所在地 秋田市○○ ○丁目○－○

使用者 ○○会派 ○○ ○○

雇用期間 ○年○月○日～○年○月○日のうち、指定した日

更新の有無 業務遂行上特に必要と認められる場合は更新可能

就業場所 ○○会派控室

業務内容 ○○業務

勤務時間等 １ 勤務時間 ○時○分～○時○分のうち指定した時間

２ 休憩時間 ○分

３ 所定時間外労働の有無 （ 有 ・ 無 ）

４ 休日労働の有無 （ 有 ・ 無 ）

休日 毎週○・○曜日、国民の祝日、年末年始（１２月２９日

～１月３日）および会長が指定した日

休暇 ○○

給与 １ 時給 ○○○円

２ 諸手当等 （ 有 ・ 無 ）

３ 所定外割増率 所定外２５％(深夜５０%)

休日３５％(深夜６０%)

４ 支給日 翌月末までに支払

５ 賞与･昇給･退職金 なし

退職に関する事項 １ 自己都合により退職を希望する場合は、会長に願い

出ること。

２ 解雇の事由

(1) 勤務実績が良くない場合

(2) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又

はこれに堪えない場合

(3) (1)および(2)に規定する場合のほか、その職に必

要な適格性を欠く場合

社会保険等 健康保険（ 有 ・ 無 ）

厚生年金（ 有 ・ 無 ）

雇用保険（ 有 ・ 無 ）
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～

○月
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

15 日

60 H

氏　　名 ○ ○ ○ ○

就　業　内　訳　票

4 4 4 - - -- 44

支給額計

期　　間 ○年○月○日

-

○年○月○日

-

4 4 - - -

基本賃金
就　 業

日　 数
日 額／時間給

-

○○，○○○
○○○

○○○
○,○○○

4- - 4

- - 4 4 4- 4 4 4 -



- 57 -

○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○ 年 ～ ○ 年

○ ○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

／

／

合計

○ 年 ○ 月 ○ 日

／

／

／

※重ならないようご注意願います。（別紙添付も可）

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

支出年月日

事務所賃借料　４月～３月分

　＠○○，○○○×12ヵ月 ○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印

合計 ○○○，○○○

領収書等添付欄

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

領収書

申出内容と変更がない場合は記載不要
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○政務活動費支出申出欄 ○ 年 ○ 月 ○ 日

○ 年 ～ ○ 年

○ ○ 月 ○ 日 ○ 月 ○ 日

／

1 ／ 2

／

合計

－ 年 － 月 － 日

／

／

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

1 ／ 2

／

／

政務活動費支出報告書

申出日 支出番号

会派名 会派名 議員名 議員氏名 ○

項　　目 支出予定年月日

研究研修費 調査活動費 資料作成費

資料購入費 広報費 広聴費

　携帯電話使用料　４月～３月分

　＠○,○○○×12ヵ月 ○○，○○○

人件費 事務所費 事務費

支出内容 按分率 支出予定金額（円）

○○，○○○

○政務活動費支出報告欄 代表者 報告者

押
印

押
印支出年月日

支出内容（申出内容と変更がある場合のみ記入） 按分率 支出金額（円）

支払日 携帯電話使用料　４月～３月分

○月○日

○月○日

２月利用分　○，○○○

８月利用分　○，○○○

○，○○○

○，○○○

○，○○○○月○日

○月○日

○月○日

合計 ○○，○○○

○，○○○

○，○○○

○，○○○

○，○○○

○月○日

※端末代金、電報料等は除く

３月利用分　○，○○○

９月利用分　○，○○○ ○，○○○

（□□□－□□□□－□□□□）

○月○日

７月利用分　○，○○○

○月○日 11月利用分　○，○○○ ○，○○○

６月利用分　○，○○○

５月利用分　○，○○○

４月利用分　○，○○○ ○，○○○

○月○日 10月利用分　○，○○○

○月○日

○月○日 12月利用分　○，○○○ ○，○○○

○月○日 １月利用分　○，○○○ ○，○○○
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※重ならないようご注意願います。

支出番号

○

領収書等添付欄

領収書

領収書


